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光ファイバーを用いた「ダムモニタリングシステム」を試行
適用工事：南摩ダム本体建設工事

ＰＲＩＳＭ

ＩＣＴを駆使した災害復旧支援システム
適用工事：Ｒ２国道号嬬恋権限代行改良他工事

雪国の除雪作業を変えるＡＩ／ＩｏＴ革命
適用工事：深川留萌自動車道留萌市留萌道路維持除雪外一連工事

（６）（第３種郵便物認可） ２０２３年　（令和５年）　３月１０日　（金曜日）

大成建設、ジオファイブ、日本地下探査、東京大学
ダム本体コンクリートの挙動をリアルタイムに監視、施工・維持管理を効率化

フェイススラブの模擬試験体

光ファイバーケーブルと従来のひずみ計との比較

　大成建設とジオファイブ、日本地下探査、東京大学コ
ンソーシアムは、国土交通省の「建設現場の生産性を飛
躍的に向上するための革新的技術の導入・活用に関する
プロジェクト」における年度選定事業として、水資
源機構が栃木県鹿沼市に建設中の「南摩ダム本体建設工
事」で、「分布型光ファイバーセンサを使ったダム本体
コンクリート構造物の面的モニタリング管理技術」の試
行業務に取り組んでいる。
　南摩ダムは、堤高．ｍ、堤体積万㎥のコンクリー
ト表面遮水壁型ロックフィルダムで、岩石（ロック材）
からなる堤体上流面に遮水構造物となるフェイススラブ
コンクリートを設けることで、貯水機能を発揮するのが
特徴。フェイススラブコンクリートは、ダム湖の貯水位
や地震、コンクリートの硬化に伴う温度変化などによっ
て発生する内外の応力により、コンクリートの変位・変
状の発生が想定されている。このため、フェイススラブ
コンクリートの遮水性保持には、施工段階や維持管理段
階におけるコンクリートの挙動をタイムリーかつ効率的
にモニタリング管理していくことが重要な課題となって
いる。
　本試行では、光ファイバーセンサを利用して構造物の
変位・変状をモニタリングする手法を試みている。光フ

ァイバーは経年劣化が少なく、長期間にわたる計測が可
能なセンサであり、橋梁や法面などへの適用実績がある
ものの、ダムへの適用実績はまだ無い。本年度は、南摩
ダムフェイススラブの施工に先立ち、フェイススラブを
模擬したコンクリート試験体を作成し、光ファイバー
ケーブルを用いたフェイススラブ挙動計測の性能評価試
験を実施している。
　性能評価試験では、コンクリート試験体の表層および
内部に光ファイバーケーブルを設置し、ケーブル内に発
生する散乱光を計測することで、コンクリートの温度・
ひずみ・ひび割れ変状といった挙動データを面的に取得
する。取得したデータについて、従来の温度ひずみ計等
による計測結果や目視点検による変状観察結果などと比
較を行うことにより、本手法による挙動計測の適用性、
空間分解能、測定精度などを検証する。本試験で十分な
性能を確認できれば、次年度、ダム本体への実装に移行
したいと考えている。

革新的技術導入し
生産性の飛躍的向上、
品質管理の高度化実現
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南摩ダムにおける光ファイバーケーブルを用いたフェイススラブの挙動計測

沼田土建、日本マルチメディア・イクイップメント、立命館
情報通信、ＡＩ取り入れ遠隔から災害把握、二次災害の回避も

高感度ＰＴＺ対応ネットワークカメラ「ＡＸＩＳ　
Ｐ－Ｅ」。上下左右の首振りとズーム機能で現
場内の見たいところをクローズアップできる

　近年の異常気象による甚大な水害の増加に伴い、災害
復旧・復興工事は増加傾向にある。また時間外労働の上
限規制を踏まえ、さらなる生産性向上が求められている
が、災害復旧工事は既存の通信インフラ整備が遅れてい
る山間部などが多く、また二次災害防止の観点も重要と
なり、通常工事と比べて厳しい施工環境である。当コン
ソーシアムでは、災害復旧工事の特性に対応する三つの
技術を試行する。

■情報通信環境の大容量化
　遠隔臨場の映像、i-Conの３次元データなど、建設現
場で使われるデータの大容量化が進み、それをＡＳＰ上
で共有することは必須となっている。特に概略発注の多
い災害復旧工事では、常に現場の状況を把握・検討・判
断する必要があり、情報を収集・共有し、いち早く指示
を受けるための情報通信環境の確立とその大容量化は不
可欠である。
　以上を踏まえ、複数の通信キャリアの回線を束ね、１
本の高速回線として利用するボンディング技術や衛星イ
ンターネットアクセスサービスを導入して、実用的な回
線速度を確保する通信環境の構築を試行する。さらに現
場事務所に設置された光ファイバーインターネット回線
を指向性無線リピータを用いて施工現場まで延伸し、高
速通信が必要な場所で利用できるメッシュWi-Fiの構
築、現場内外のセンサーデータをマルチホップ通信で収
集するＩｏＴセンサーネットワークの構築を試行する。

■度遠隔臨場の映像を活用した「現場情報ポータル」
構築
　災害発生時の初動では二次災害の可能性を考慮し現場
に入る人員が制限されるため、映像を利用することが効
果的である。試行工事では度カメラのリアルタイム
映像を利用し、そこから別のカメラへの視点切替、映像
上に現場の情報、センサーで取得した情報を重畳表示さ
せるなど、現場全体を俯瞰（ふかん）できる「現場情報
ポータル」を構築する。度カメラにはマイク・スピー
カー・パトライトなどを接続します。これにより通常の
遠隔臨場だけでなく、新規入場者教育や現場への注意喚
起を遠隔で行うことを試行する。

■ＩｏＴセンサーやＡＩを活用したピンポイント異常水
位警報システム
　災害復旧工事では早期の復旧を求められるため、出水
期でも河川内の施工を行う場合が多く、二次災害を未然
に防ぐため作業員や重機の避難を判断する必要がある。
この判断をより早く的確に行うため、河川の水位上昇を
ＡＩシステムで予測、現場内の河川と２㎞上流に設置し
た水位計から得られるリアルタイムデータ、現場内のカ
メラで撮影した河川のリアルタイム映像をもとに、水面
の濁りや水位上昇をＡＩシステムで検出する。これらの
情報をもとにルールベースで避難のタイミングを総合判
定する。避難警報は現場代理人や本社スタッフなどへプ

ッシュ通知するとともに、度映像ポータルに表示、
現場に設置した度カメラに接続したパトライトの点
灯や大音量の警報など、効果的な発報方法について試行
する。

堀口組、環境風土テクノ、建設ＩｏＴ研究所、北海道大学、北海道産学官研究フォーラム
デジタルツインの導入で生産性向上と安全性向上を両立

ＡＩを活用した除雪出動支援システム

デジタルツインによる除雪シミュレーション

　堀口組と環境風土テクノ、建設ＩｏＴ
研究所、北海道大学、北海道産学官研究フ
ォーラムで構成するコンソーシアムは、
国土交通省の「建設現場の生産性を飛躍
的に向上するための革新的技術の導入・
活用に関するプロジェクト」の年度
選定事業として、ＡＩやＩｏＴ、ＩＣＴ
を活用した除雪作業の効率化に取り組ん
でいる。
　留萌地域は、冬期降雪量９ｍと全国で
も有数の豪雪地帯であり、道路維持にお
いては早朝から夜半まで、新雪除雪や路
面整正、拡幅除雪、運搬排雪、歩道除雪、
凍結防止剤散布などの除雪作業を行い、
地域の物流や医療搬送機能の確保を担っ
ている。そうした中、現在は地方の建設
業者にも働き方改革が求められており、
除雪作業員の確保や熟練技能の伝承によ
る時間外削減が、豪雪地域の交通を確保
し生活を維持するためにも緊急の課題と
なっている。
　今回のプロジェクトでは、北海道開発
局留萌開発建設部発注の「深川留萌自動
車道留萌市留萌道路維持除雪外一連工
事」をフィールドとして、▷雪見巡回の
解消▷除雪作業の効率化▷排雪管理の簡
素化▷安全性の向上｜の四つのテーマで
技術を検証する試行工事を行い、除雪作業員の負担軽減
とＤＸ化による働き方改革の実現を目指している。
　雪見巡回については、レーザーによる積雪深測定とネ
ットワークカメラを活用したＡＩシステムにより除雪出
動の判断を支援するシステムを構築し、遠隔臨場を導入
することで深夜の雪見巡回を解消している。
　除雪作業の効率化に向けては、車載や歩行での写真計
測データを３次元化することにより夏と冬の道路状況の
デジタルツインを実現。除雪車両の運転支援とともに、
除雪作業者が夏場に除雪シミュレーションを行うことを
可能にし、技能継承と運転技量の平準化を図っている。
　排雪管理の簡素化では写真計測やスラムを活用して排
雪量を簡易測定することで、人力による測量作業を解消
している。また安全面では、生体センサーによる運転動
作や心拍、呼吸数など測定結果を建災防方式新ヒヤリハ
ットと関連付けて除雪作業者のレジリエンス能力の向上
につなげている。除雪作業においてストレスの少ない運
転操作技術を確立することで安全性とともに生産性の向
上を両立させている。
　試行工事では堀口組が除雪現場の提供と総括、環境風
土テクノが総括的な計画や指導、建設ＩＯＴ研究所が先
進的なＡＩ／ＩｏＴ技術の提供、北海道大学がＡＩの活
用技術や写真計測技術の指導、北海道産学官研究フォー
ラムがコンソーシアム成果の広報の役割を担っている。
　今回の試行は雪国共通の課題である除雪問題に対し
て、働き方に踏み込んだものである。特定の地域だけで
活用するものではなく、今後多くの積雪地域への展開も

必要になると考えている。本コンソーシアムでは、北海
道開発局が進める除雪現場の省力化による生産性・安全
性の向上に関する取組プラットフォーム「i-Snow」と
の連携を第一に、他の地域にも試行結果を提供し、情報
共有が図られることを期待する。
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ブロックチェーンを用いた契約情報・出来形情報管理システムの開発
適用工事：令和２年度設楽ダム瀬戸設楽線トンネル工事

自動飛行ドローンで現場の監理・点検を省力化
適用工事：川上ダム本体建設工事

自律走行ロボットによる建設現場での「ヒューマンスケール運搬ＤＸ」実現へ
適用工事：浜松市立西部中学校校舎改築工事（建築工事）

モバイル端末による工事進捗管理自動化システムを試行
適用工事：Ｒ３国道６号住吉町電線共同溝工事

（７） （第３種郵便物認可）２０２３年　（令和５年）　３月１０日　（金曜日）

清水建設、ＡＭＤｌａｂ、三菱総合研究所
施工情報の信憑性を担保し、直接、検査への活用を可能に

図１：システムの概要

図２：開発したプロトタイプのユーザーインターフェース例

　清水建設、AMDlab、三菱総合研究所のコ
ンソーシアムは、年度のＰＲＩＳＭ採択
事業として、ブロックチェーンを用いて施工
管理情報を直接検査に活用可能とする契約情
報および出来形情報管理システムの開発に取
り組んだ（図１）。
　現状の監督検査要領では、臨場検査の実施
が定められている。本試行では、将来的な臨
場検査の省略に向け、ブロックチェーンによ
り受注者が取得した施工管理情報の信憑（し
んぴょう）性を担保し、直接検査へ活用可能
なシステムの構築を目指す。さらに、各種デー
タをシステム上で共有・確認を可能とし、従
来の帳票による書面検査の合理化にもつなげ
る。
　本試行では、ＩＣＴ土工と山岳トンネルの
最終出来形管理を対象にシステムのプロトタ
イプの開発を行った。システムを利用して山
岳トンネルの覆工コンクリートの出来形管理
を実施する場合、受注者は設計データ（設計
３次元モデル、トンネル線形データ）および現
場で取得した吹付後、覆工打設後の点群デー
タをシステムの「共通データ環境」に保存す
る。
　共通データ環境は、ブロックチェーンによ
り保存するデータの信憑性を担保し、ブロッ
クチェーン上のプログラムであるスマートコ
ントラクトにより、契約項目に応じたデータ
・プロセス管理を実現する。
　受注者は共通データ環境上のデータを用い
た解析処理により覆工コンクリートの出来形
を計測し、ビューアー上で出来形計測データ
を確認する（図２）。確認後、システムから
発注者への検査依頼を行い、発注者はシステ
ム上で出来形計測データや解析に使用した点
群データを確認して検査承認を行う。
　なお、本システムはGoogle Chrome等のW
ebブラウザからアクセス可能なWebシステムとして開
発した。これにより、パソコンへソフトウエアをインス
トールすることなく、各種データの確認が可能となる。
開発したプロトタイプの試行を適用工事にて行い、山岳
トンネルの出来形管理の一連の流れを実施可能なことを
確認した。
　システムの有用性の検証にあたっては、日本建設業連
合会内に設立された協調領域ＷＧと連携を図り、複数の
建設会社を対象に開発したプロトタイプの試行を実施し
た。試行後、各社にアンケートとヒアリングを実施した
結果、労務・コスト削減、品質向上といった点で本シス
テムの有用性について高い評価を得られた。
　一方、機能面や、既存の各種システムとの関連性、シ
ステムの運用体制等、検討がまだ不十分な点も多数ご指
摘いただいた。また、さまざまな工種や施工管理業務で
の汎用的な活用に向けては、共通データ環境と各種計測
機器、アプリケーション等を容易に連携する基盤（デー

タシステム連携基盤）の必要性も認識し、協調領域ＷＧ
に参画しているベンダー各社と連携して議論を進めてい
る。本試行で得られた知見を基に、次年度以降も社会実
装に向けてシステムの検討を進めていく所存である。

ソミックマネージメントホールディングス、林工組、ＧＫ京都、
きづきアーキテクト、ソミックトランスフォーメーション

女性・高齢者が活躍できる多様性のある現場を創出

散水

アルミサッシ運搬

　自律走行ロボット開発のソミックマネージメントホー
ルディングス、総合建設業者の林工組、総合デザイン事
務所のＧＫ京都、新規事業開発支援のきづきアーキテク
ト、建設現場向けの作業支援ロボット「ＳＵＰＰＯＴ」レ
ンタルサービスを展開するソミックトランスフォーメー
ションらは、〝建設現場ヒューマンスケールＤＸコンソー
シアム〟を結成した。
　実証実験の舞台となるのは、同コンソーシアムの活動
拠点となる静岡県浜松市内の中学校校舎改築工事の現場
だ。この現場では、アルミサッシの運搬や防塵のための
散水作業の自動化など、恒常的・突発的に発生する作業
の自動化・省人化の実験に取り組んでいる。これらの技
術と取り組みは、令和４年度国土交通省「建設現場の生
産性を飛躍的に向上するための革新的技術の導入・活用
に関するプロジェクト」に採択され、国内でも注目が集
まっている。
　開発中の自律走行ロボットには、追従走行・オンデマ
ンド・循環走行・遠隔操縦などの機能が実装されている。
これらの技術により、必要な資材・装備・検査機器・廃
材等を、都度人が運ぶ「筋力やその持久力を前提とした
現場」から、都度自律走行ロボットが運ぶ「手ぶら・軽々
を前提とした現場」へのトランスフォーメーションを推
進する。加えて、バイタルデータと連携した見守り機能
など、現場ではさまざまなシーンでの活躍が期待される。
　同コンソーシアムの目的は、自律走行ロボット活用に
よる工数削減だけにとどまらない。最終的には、女性・
高齢者が活躍できる多様性と働きやすさのある現場環境
づくりを目指す。読者もご存じのとおり、手ぶら・軽々
を前提とした現場づくりへの道のりは、決して緩やかで
はない。しかしながら、本当に実現すれば、（体力仕事
が多いことから）これまで建設現場で働くことを躊躇し
ていた人材や、意欲があってもあきらめざるを得なかっ
た人材に対し、魅力ある職場環境を提案できると予想で

きる。
　「ヒューマンスケールの多機能ロボット」を作り上げ
るソミックグループ、「高齢・女性作業者の現場定着」
を進める林工組、「使いたくなるロボット・働きたくな
る職場」のデザインを行うＧＫ京都、「一連の取り組み
を束ねて収益を生む事業」に仕立て上げるきづきアーキ
テクト。サービスの供給者としての目線のみにとらわれ
ることなく、現場のトランスフォーメーション実現を目
指したアジャイルな活動を進める建設現場ヒューマンス
ケールＤＸコンソーシアムの活動に、今後も期待したい。

大成ロテック、東京大学、エム・ソフト
工事全体の生産性向上、進捗の共有化へ

出来形計測状況
ＫＯＬＣ＋による
施工進捗の確認

出来形評価画面

施工状況・合否判定結果の共有

システム概要図

　大成ロテック、東京大学生産技術研究所水谷司研究室、
エム・ソフトのコンソーシアムは、国土交通省関東地方
整備局発注のＲ３国道６号住吉町電線共同溝工事で「電
線共同溝工事における出来形評価および施工数量確認シ
ステム」を試行した。
　電線共同溝工事での従来の出来形管理手法では、管理
測点ごとにレベルや巻き尺を用いた計測で施工状態を確
認し、工程表や出来高表を手入力でエクセルにまとめる
といった管理を行う。本現場で試行したシステムは、モ
バイル端末等を用いた３次元出来形計測を行い、クラウ
ドで共有したデータを自動で解析するアルゴリズムによ
って出来形を評価し、施工の合否を数分で確認すること
が可能となる。さらに日々の出来形数量を自動算出する
ことで出来高表の作成を自動化し、工程表の日々実績を
自動的に入力することもできる。
　今回の取り組みにより、人手による検測作業や出来形
管理書類の作成作業を不要とし、日々の管理を自動化す
ることで、電線共同溝工事においての工事全体の生産性
向上および効率化を目指すとともに、工程管理を自動化
し工事進捗の共有を図る。

■出来形計測・進捗の可視化
　出来形計測は、大成ロテックとエム・ソフトが共同開
発した３次元測量アプリをインストールしたＬｉＤＡＲ
機能付きモバイル端末を用いて行う。専用のＡＲマー
カーを貼付したＧＮＳＳ内蔵対空標識を計測対象の起終
点に設置し、計測対象のスキャンを行うことで３次元
（点群）データが取得される。点群データはクラウドに
てリアルタイムに共有が可能。また計測データをＫＯＬ
Ｃ＋（ＢＩＭ／ＣＩＭ共有クラウド）にアップロードし、
設計ＢＩＭ／ＣＩＭモデル上に重畳表示することで施工
進捗が視覚的に確認可能となる。

■出来形評価・施工数量確
認システム
　工種ごとに計測した点群
データを「出来形評価・施
工数量確認システム」に読
み込み、東京大学卓越研究
員である生産技術研究所の
水谷司准教授が開発した
データ解析アルゴリズムに
より、計測点群から出来形
評価に用いる対象範囲の自
動抽出を行う。評価対象範
囲の点群データと設計ＢＩ
Ｍ／ＣＩＭモデルを「出来
形評価・施工数量確認シス
テム」上で比較し、点群デー
タが管理基準値の範囲内で
あるかの評価を行うことで
出来形の合否を判定し結果
を表示する。管路部、特殊
部を含めた電線共同溝工事
の全工程での計測データに
対して評価対象範囲の自動
抽出および出来形評価判定
を行い、短時間での結果共
有が可能となるため、出来
形管理の効率化が図れる。
■施工管理の効率化・高度化
　同システムにより従来の出来形管理での各種計測作業
や写真撮影作業が不要となることで、工事職員の作業負
担の軽減につながる。また施工段階ごとの合否判定結果
や°カメラによる工事進捗状況をＯｐｅｎＳｐａｃ
ｅ（°画像データ管理プラットフォーム）で共有す
ることにより、１工種分程度のほぼリアルタイムな時
間で遠隔確認が可能となるため監督職員の施工管理業務
の効率化が図れる。さらに取得した３次元データを施工
根拠として用いることで出来形管理書類自体を不要とす
ることも可能と考える。

　今後は施工現場での運用を重ねて改良を重ねるととも
に、電線共同溝工事以外の汎用的な工種への適用を図り、
建設現場全体での生産性向上を可能とするシステムの構
築を目指す。

大林組、ＫＤＤＩスマートドローン
ＡＩで画像解析し工事の進捗状況把握
　大林組とＫＤＤＩスマートドローンのコンソーシアム
は、建設現場の生産性向上を実現するため、施工中の重
力式コンクリートダム「川上ダム」（三重県伊賀市）を
フィールドに、ドローンを活用した「自動飛行ドローン
システム」の開発を進めている。ダムは大規模かつ重要
な構造物で、施工中や維持管理時の目視点検には多大な
労力が必要になる。そこでドローンを自動飛行させ、建
設現場や既存インフラの巡視、点検、計測、異常検知を
自動で行えるシステムの構築を目標に実証実験に取り組
んでいる。大林組は全体計画、ＣＰＳ（Cyber-Physical
 Systems）構築、試行現場での計測実験・検証、報告
書の作成を担当。ＫＤＤＩスマートドローンは観測機器
の提供、計測システムの構築、クラウドなどの環境構築、
計測実験・検証を行っている。
■自動飛行のドローンによる安全で安定したレベル３飛
行の試行

　実証では、現場に設置した充電ポートから耐環境性能
が高いドローンが離陸し、現場内を補助が不要な目視外
無人飛行（レベル３飛行）を行う。ＬＴＥが弱い地点で
は、衛星ブロードバンド通信サービス「Starlink」を活
用した簡易基地局の設置、フェイルセーフ機能を搭載す
ることで、安定的で安全な飛行を実現した。目視外無人
飛行の要件として必要な、機体の安定確認機構と機体の
運航を遠隔から制御、管理する運航管理システムが有効
に機能することが確認された。
■高解像度カメラで取得した画像データの高度活用の試
行
　機体に取り付けた専用カメラで現場の状況を動画撮影
し、ＬＴＥ回線（携帯電波網）を経由してリアルタイム
で配信する。高解像度カメラも搭載し、飛行中に対象範
囲を静止画でも撮影する。撮影した後は充電ポートに着
陸・格納し、自動で充電を開始する。飛行中に撮影した
画像は帰還後に自動でクラウドにアップロードし、関係
者間で共有する。さらに、取得したデータを解析し、点群
および空中写真の位置ずれをなくすオルソ画像に出力。
ＡＩが作業進捗状況や画像間の差分を検知して地山の変
状を把握するなど遠隔地での工事の進捗管理に補助的な
役割を果たす。今回の技術によって工事現場の監理・点
検を大幅に省力化することが確認できた。
■今後の展開
　今後のドローン運用については、レベル４飛行に向け
てさまざまな環境下での飛行実績を重ねることや、複数
台同時運航を目指す。さらに、現場管理者の使いやすさ
を考慮し、ＡＰＩ連携によるユーザーインタフェースの
利便性向上に重点を置く。また、ＣＰＳ表示機能の迅速
化のためのデータ圧縮技術の開発・導入や、位置情報に
ひもづいた度カメラ画像を共有する汎用ソフト（ス
トラクションサイト等）との連携も検討していく。

システム全体像

飛行範囲

川上ダム湛水域自動巡視実証状況

フライト管理システム
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自動土質判定システムを活用した施工の労働生産性向上
適用工事：令和３年度鍵掛峠道路第７橋下部工事

ＩＣＴ現場盛土品質管理手法「次世代αシステム（仮）」を試行
適用工事：令和３年度玉島笠岡道路干瓜川橋下部他工事

『光切断法による断面計測システム』トンネル現場で試行
適用工事：すさみ串本道路高富トンネル他工事

ＡＩ／ＩｏＴ活用全数管理の社会実装化とコンクリート性能に合わせた施工ガイダンス
適用工事：大和御所道路橿原高田ＩＣランプ橋（ＡＰ他）下部工事

（８）（第３種郵便物認可） ２０２３年　（令和５年）　３月１０日　（金曜日）

加藤組、EARTHBRAIN、コマツカスタマーサポート、西尾レントオール、関西大学
掘削作業を中断せずに、土質区分ごとの出来形管理・数量を自動算出

技
術
の
概
要

作業判定システム案

　加藤組、ＥＡＲＴＨＢＲ
ＡＩＮ、コマツカスタマー
サポート、西尾レントオー
ル、関西大学の５者による
コンソーシアムは、国土交
通省中国地方整備局三次河
川国道事務所発注の「令和
３年度鍵掛峠道路第７橋下
部工事」で、道路土工の掘
削作業における土質判定の
自動化システムを試行し
た。

■技術の概要
　マシンガイダンスシステ
ム（土砂重量計測装置付）
を装着した油圧ショベルを
活用した土質のセンシング
データとＡＩによる深層学
習により、土質判定を行う
仕組みとなる。さらに本プロジェクトでは、上記のデータ
に画像情報を組み合わせて土質判定精度の向上を図る。
この土質判定の仕組みと油圧ショベルのマシンガイダン
ス施工履歴データを組み合わせた『土質判定出力システ
ム』の構築により、土質区分ごとの出来形管理および数
量を自動算出する技術となる。
■技術の特徴
　既存技術では発注者立ち会いのもと、岩検査ハンマー
もしくはシュミットハンマーによる試験法および目視判
断により土質判定を行い、管理断面におけるＴＳなどの
計測技術による断面管理もしくは土質区分境界の全体を
露出させて、その面を多点計測技術による面管理を行う
必要がある。今回提案の技術は、画像データを活用した
土質判定の仕組みと油圧ショベルのマシンガイダンス施
工履歴データおよび油圧シリンダデータを組み合わせた
『土質判定出力システム』を活用することで面管理や断
面管理を行うことなく岩線計測（面管理）結果を自動で
アウトプットされることで、施工管理の効率化および施
工の労働生産性向上を図る技術となる。
■技術活用で期待される効果
　本試行技術を活用することにより、現地での土質区分
の確認作業が不要となるため、施工の作業中断と監督職

員の立会準備および立会そのものを省略することが可能
となる。さらに立会に付随する写真撮影などの施工管理
業務の一切を省略することができる。
　具体的な作業内容では、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」に記載されている「岩線計測（面
管理の場合）」を実施するには、土質区分境界の全体を
露出させる必要があり、施工の作業中断を要するため現
実的でなかったが、バックホウの施工履歴データより土
質境界の面を容易に把握することができるため、作業中
断することなく土質境界面を把握でき、取得したデータ
から土質分布の３Ｄモデルの生成やメッシュ法による土
量の数量算出を行うことができる。
　また、技術の導入に伴うコストは、基本となるＩＣＴ建
機のシステムにおいては既に豊富な実績を有しており、
画像データを取得する装置も汎用性が高い機材で構成し
ているため、ハード部分に関しては低コスト化が実現可
能である。運用コストについては、今後決定していくこ
ととなるが、システム全体の運用コストも低く抑えるこ
とが可能となると考えている。
■今後の展開
　本プロジェクトでは、油圧ショベルの掘削作業におけ
る土砂～軟岩Ⅰ～軟岩Ⅱの土質判定を対象としている
が、次期プロジェクトでは、今回確立した土質判定技術
と油圧ショベルのブレーカーなどのアタッチメントによ
るセンシングにより岩などの全土質対応の『土質（岩）
判定出力システム』とする予定である。

大林組、前田建設工業、フジミコンサルタント
現場品質管理の高度化、業務の生産性向上、ＤＸ化を実現

大成建設、成和コンサルタント、横浜国立大学、日本建設業連合会、パナソニック
アドバンストテクノロジー、ソイルアンドロックエンジニアリング、カヤバ、極東
開発工業、エム・エス・ティー

生コンの製造～打込みにいたるＩＣＴ活用全数管理の社会実装を推進

大林組、日南、東京大学
誰でも簡単に使える計測システムの実現を

開発中の断面計測システム

建築限界と最も近接する覆工箇所㊧と計測データの
活用方法

計測装置のデザイン

　大林組、日南、東京大学の３社コンソーシアムは、国
土交通省近畿地方整備局発注の「すさみ串本道路高富ト
ンネル他工事」でトンネルの出来形管理における『光切
断法による断面計測システム』の検証を実施している。
　トンネルの出来形管理において覆工コンクリート工の
測定項目には、基準高・幅・高さなどがある。現状の出
来形計測は人の目で数値を読み、Excelシートに入力す
ることで出来形管理図表が出来上がる。また、現行手法
では、トンネル覆工と建築限界が最も接近する左右の肩
部の計測および可視化ができていない。このため、試行
工事では出来形管理を幅・高さ・基準高ではなく断面で
行い、断面の計測結果と設計図を比較することによって、
建築限界を侵さずに施工できているかを確認するデータ
活用方法を提案している。
　試行技術は、三角測量の原理を用いた光切断法による
任意断面の高速・高密度３次元計測技術。計測対象構造
物にレーザー光を照射し、写真撮影と画像処理を行うこ
とによって、レーザー光が照射された部分の３次元座標
を取得できる。
　計測装置は、広範囲を照射可能なリングレーザーと広
視野カメラで構成。リングレーザーのスイッチがＯＮの
状態とＯＦＦの状態をそれぞれ広視野カメラで撮影し、
背景差分処理を行うことによって、レーザー光のみを抽
出し、３次元座標を算出する。
　昨年度の試行に続き、本年度は断面を精度良く計測す
る技術の確立と誰でも簡単に使える計測システムの開発
に取り組んでいる。

■期待される効果
①生産性向上従来３～４人で行っていた計測が１人に
省力化され、計測時間は従来分が５秒に短縮
②計測作業のデジタル化デジタルカメラとデジタル技
術、画像処理技術を用いることで、計測～結果出力ま
でを自動で行うことが可能

③品質管理の高度化従来法では確認できなかった、ク
リアランスが最小となる左右の肩部の計測と出来形構
造物の可視化が実現する

　上記により、建設現場のＤＸが実現できる。

■今後の展開
　本試行を経て光切断法による断面計測システムのプロ
トタイプが完成。これを用いて関係者と協議し、今後の
開発の方向性や耐久性、精度といった検証項目を整理す
る。計測対象はボックスカルバートなどの土木構造物や
屋内建築現場などに広げ、課題の抽出などを行う。
　技術を元にしたイノベーションを実現するためには、
基礎研究→応用研究→製品化→事業化（社会実装）と進
んでいく過程にある魔の川、死の谷、ダーウィンの海を
越えなければならない。昨年度は大林・東京大学コンソー
シアムで提案手法の実証実験に取り組み魔の川を越え
た。本年度は日南の参加により、製造業で培った技術力
を駆使して死の谷を越えようと奮闘している。

クラウド共有型品質管理のベースシステム

　大成建設、成和コンサルタント、横浜国立大学、日本
建設業連合会、パナソニックアドバンストテクノロジー、
ソイルアンドロックエンジニアリング、カヤバ、極東開
発工業、エム・エス・ティーの９社コンソーシアムは、
「クラウド型品質管理システム」と受入れコンクリート
の品質管理と施工に関する「全数管理システム」につい
て、社会実装を進めるうえでのキャリブレーション方法
の確立と運用案の整備を進めている。また、打込み／締
固め作業のリアルタイムの評価、ＧＰＳとＡＩを活用し
た打込み／打回しの自動ガイダンスによる現場作業の最
適化システムの開発にも取り組んでいる。
　大成建設では年度より、「練混ぜから打込み完了
までの情報をＷＥＢサーバにより全ての工事関係者間で
共有する施工管理支援システム」を展開してきたが、
年３月以降は、成和コンサルタントより〝it-Concrete
〟として提供し、プリズムの枠に関わらず第三者利用を
可能として、皆様に広く利用してもらえる社会実装体制
を構築している。
　さらに年度から進めている「受入れコンクリート
の品質の全数管理システム」（スランプについては生コ
ン車のシュートを流下するコンクリートの画像解析から
ＡＩがスランプを判定する技術に、単位水量と空気量・
温度の全数計測システムも加える）による、生コン受入
れ管理の自動化・無人化についても〝it-Concrete〟上
でデータをリアルタイムに参照し、品質向上に反映でき
るシステム化を行った。
　これらの試みについては、国土交通省が主催するコン
クリート生産性向上検討協議会下に設置された２つのＷ
Ｇ：電子化媒体ＷＧおよびＩＣＴ等を活用した試験の管
理基準検討ＷＧに紹介され、「クラウド型品質管理シス
テム」についてはＪＩＳで電子媒体を可能とする改正へ

の対応までを考慮したガイドラインの作成、ＡＩ／Ｉｏ
Ｔ手法を用いた全数管理については、品質管理・検査要
領／品質管理基準案の策定について、各々審議がなされ
ているところである。
　これら議論を反映して、これらシステムの社会実装を
進め、コンクリート工事に関わる供給・施工・監督三者
の皆様に、ともにメリットがあり納得できる、ＤＸ時代
にふさわしい、新しいコンクリート品質管理のあり方を
提唱していきたいと考える。

受入れコンクリートの品質の全数管理システム

ＧＰＳ等を活用した施工履歴の取得とガイダンス

次世代αシステムにより取得した各種ヒートマップ
（令和３年度ＰＲＩＳＭ　大石龍門工事）

次世代αシステム（仮）の全体像

次世代αシステムの三つのＩｏＴコンポーネントと
クラウド型データ蓄積・分析システム

　大林組、前田建設工業とフジミコンサルタントは、岡
山県浅口郡里庄町に位置する令和３年度玉島笠岡道路干
瓜川橋下部他工事（発注：国土交通省中国地方整備局）
の盛土工区で、最先端のＩＣＴ現場盛土品質管理手法
「次世代αシステム（仮）」を試行している。
　大林組と前田建設工業は、転圧用振動ローラの振動輪
の鉛直方向加速度を施工中リアルタイムに取得、ＦＦＴ
解析し、振動加速度波形の乱れ方を定量化した「乱れ率」
と地盤剛性Erollerにより締固めの進行を判定する「α
システム」を開発・現場運用してきた。
　今回試行する「次世代αシステム（仮）」は、高精度
ＧＮＳＳを内蔵した新型αシステム搭載に加え、この地
盤剛性Eroller単独では土の含水比の影響を分離できな
いことから、自走式散乱型ＲＩロボット（中性子型）を
導入して転圧面含水比の面的分布を取得している。さら
に、３Ｄレーザスキャナによる転圧面標高の高精度点群
データの取得、２台目の自走式散乱型ＲＩロボット（γ
線型）による転圧面の湿潤密度分布の取得を行うなど、
複数のＩｏＴコンポーネントを現場管理に追加導入して
いる。
　これら施工時品質情報はＩｏＴ機器からクラウド側に
自動送信・ＤＢ蓄積され、発注者や施工者などさまざま
なユーザーは遠隔ＷＥＢ環境でデータの可視化や分析を
行うことが可能となっている。
　次世代αシステムは、これらの機能により現場品質管
理の高度化と精緻化（高規格道路土工レベルの品質管理
水準の確保）、現場管理業務の生産性向上（省力化・効
率化・面的・リアルタイム取得）および現場品質管理業
務のＤＸ化（業務改革および他部署・他部門とのデータ
連携・利活用）を実現する。今回の試行工事の成果を受
け、次世代αシステムの本格的な社会実装を進めて行く
予定である。
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転圧温度管理の自動化で現場要員を削減
適用工事：令和３年度九州自動車道（特定更新等）熊本高速道路事務所管内舗装補修工事

ＡＩで添加量を最適調整
適用工事：令和２－５年度窪川佐賀道路不破原トンネル工事

路面撮影映像から道路損傷状況を把握
適用工事：令和３―４年度松二維持工事

（９） （第３種郵便物認可）２０２３年　（令和５年）　３月１０日　（金曜日）

ＮＩＰＰＯ、住友建機、Ｍｏｍｏ
記録をクラウド化し書類作成作業の効率化も

試
行
工
事
で
取
り
組
む
内
容

　ＮＩＰＰＯ、住友建機、Momo（神戸市中央区、大津
真人代表取締役）の３社でつくるコンソーシアムは、舗
装工事の労働生産性を向上させるため、革新的技術を活
用する試行工事に取り組んでいる。対象としているのは
西日本高速道路会社が発注し、ＮＩＰＰＯが施工を担当
している「令和３年度九州自動車道（特定更新等）熊本
高速道路事務所管内舗装補修工事」。
　対象とする工事の範囲は、福岡県みやま市瀬高町本吉
から宮崎県えびの市湯田までの九州自動車道、熊本県八
代市上片町から日奈久平成町までの南九州自動車道。切
削オーバーレイ工約．万㎡などを行うこの対象工事で
は、主要資材としてアスファルト合材約３万ｔを使
用する予定である。
　コンソーシアムでは、アスファルト舗装における温度
管理を自動化して、現場に従事する温度管理要員の削減
につなげるほか、帳票を自動作成に切り替えて職員が事
務所に戻ってから行う書類作成作業の削減を図る取り組
みを通じて、労働生産性を向上させる考えだ。
　導入する技術の具体的内容として、アスファルトフィ
ニッシャで測定したアスファルト合材の敷きならし温度
から、品質確保に必要な内部温度の低下を推論し、転圧
温度の管理を自動化する技術がある。このうち経過時間
に伴う内部温度の低下推論は、アスファルトフィニッシ
ャで取得する▷気象状況▷敷きならし下面の温度▷施工
厚▷合材温度▷経過時間―などといった施工情報データ
を機械学習させることによって確立する。
　さらにアスファルトフィニッシャを用いて取得した位
置情報と施工情報データから温度低下推論で処理した敷
きならし後の内部温度を地図上に即時明示し、転圧機械
の位置情報と連携させて転圧温度を取得する。
　舗装工事においてこれら技術を用いることにより、①
アスファルト工事で専任する温度管理員を削減する「省

人化」、②クラウド化した転圧温度記録の自動取得によ
り書類作成にかかる時間を削減する「省力化」、さらに
③転圧機械との近接作業となる温度測定作業がなくなる
ことによる接触事故のリスクを排除する「安全性向上」
といった各種効果が期待できる。加えて発注側の監督員
にとっても、④転圧状況を遠隔臨場で確認することがで
きるようになることから、移動に伴う時間の削減につな
がるなどのメリットがある。
　コンソーシアムメンバーのうち、試行工事の施工者で
あるＮＩＰＰＯは施工情報データの取得と現場試行を実
施する。住友建機は試行する機械技術を提供する。Mom
oはデータ解析、ＩｏＴ機器の開発、プラットフォーム
を構築するなど、３社それぞれの役割を分担した活動を
今回の試行において実施している。
　本年度の試行工事を経て次年度以降、施工情報データ
を追加取得するなどして温度低下推論の精度を高めてい
く考えだ。さらに施工現場での運用を積み重ねることに
よって、一段と使いやすく汎用的なシステムの構築を目
指していく。

西松建設、ジオマシンエンジニアリング、sMedio、MODE
濁水処理の生産性向上

システム管理画面

「ＡＩ濁水処理自動調整システム」概要図

　西松建設とジオマシンエンジニ
アリング、sMedio、MODEは、
年度のＰＲＩＳＭ採択事業と
して「ＡＩ濁水処理自動調整シス
テム」を開発し、国土交通省四国
地方整備局発注の「令和２―５年
度窪川佐賀道路不破原トンネル工
事」に適用した。
　トンネル建設工事は掘削、ずり
出し、コンクリート吹付けといっ
た工種を繰り返して施工を進める
が、作業に伴い大量の汚濁水が発
生する。発生した汚濁水は濁水処
理設備内でポリ塩化アルミニウム
（ＰＡＣ）、高分子、炭酸ガスと
いった薬品を添加し、放流基準を
満たすように処理を行い河川に放
流しているが、工種や地質によっ
て濁水の濁度やｐＨが変化する。
そのため、担当者が濁水処理設備
に集水された汚濁水を点検し各薬
品の添加量を調整する必要があ
り、濁水担当者の拘束時間の短縮
が課題とされる。

■コンソーシアム構成各社の役割
　プロジェクトを管理する西松建
設が現場を提供し、システムの教
師データ収集や検証を担当する。
ジオマシンエンジニアリングが機
材の製作と設置、sMedioがＡＩ
の構築、MODEがクラウドサーバーの構築と運用を手
掛けた。

■システムの概要
　濁水処理設備内に配置される全ての水槽（原水槽、処
理水槽、放流槽）から取得できる水質データ（濁度、ｐ
Ｈ）と、シックナーでのフロックの形成映像を基に、発
生した汚濁水に対する各種薬品（ＰＡＣ、高分子、炭酸
ガス）の最適な添加量を自動で調整し添加する。

■生産性の向上に関する効果
　トンネル現場は時間稼働しているケースが多く、担
当者は夜中に濁水処理設備の巡回監視や添加量調整を行
うこともある。また、トンネルからは常に湧水が生じる
ため、土・日や長期休暇中においても濁水処理設備は常
時稼働している。同システムの自動調整機能により担当
者の巡回監視や添加量調整業務を削減することができる
ため、生産性向上が期待される。

■施工管理の効率化・高度化に関する効果
　本システムで設備内の水質データとフロックの形成を
常時監視することで、薬品不足等のトラブルの早期発見
が容易となる。また、薬品の最適な添加量を常に判断す
ることで、過度な薬品添加を防止して消費量を軽減する
ことが可能となり、施工管理の効率化・高度化が期待さ
れる。

　次年度以降、濁水処理設備を配置する現場での運用を
積み重ね、より汎用的なシステムの構築を目指すととも
に、設備内で実施している薬品の作成や残数管理の自動
化等に取り組み、濁水処理設備の全自動化を目指す。

愛亀、環境風土テクノ、建設ＩｏＴ研究所、宮城大学、北海道大学
データをカルテ化、補修時期推定しライフサイクルコスト低減

開発した路面調査車両

実現するデジタルツインの概要

　愛亀と環境風土テクノ、建設ＩｏＴ
研究所、宮城大学、北海道大学で構成
する「愛亀コンソーシアム」は、道路
パトロール中に車両に搭載した汎用カ
メラで撮影した映像からクラックなど
損傷状況を把握し、補修工事や補修記
録のデジタルツイン化につなげる一連
の試行に取り組んだ。中小企業でも容
易なＩｏＴ（モノのインターネット）
や映像、各種センサーを活用した手作
り機器にこだわった。

■路面損傷度測定装置の手作りＩＣＴ
化
　長距離に及ぶ道路の日常点検で路面
調査を実施するには、高価なＭＭＳ
（モービルマッピングシステム）に代
わる安価な路面測定車が必要になる。
手軽に使用できる市販のアクションカ
メラ（GoPro Hero）を軽車両前方
に２台、後方には路面形状を計測する
レーザーセンサー１基を設置し、安価
で手軽な路面調査車両を開発した。映
像を活用することで、ひび割れなどの
路面損傷状況を正確かつ簡単に記録で
きる。

■路面損傷度情報の取得とＡＩによる
評価
　開発した路面調査車両を走らせなが
ら路面性状やクラック状況など路面の
損傷状況に関わる情報を取得する。機
械学習したＡＩが面的なひび割れ量か
ら損傷箇所を検出する。舗装路面の区
間ごとの劣化量や時系列変化をデジタ
ル空間で管理・評価できるようになる。１秒間にコ
マ撮影でき、時速㎞で走った場合でもデータ容量は
ギガバイトに達する。日常パトロールでスクリーニン
グを行った上で、詳細な調査は別途実施する２段階の調
査にすることにより、データ処理に伴う時間を短縮でき
る。

■道路損傷調査データと補修記録のデジタルツイン化
　無償の地理空間情報システム（ＱＧＩＳ）を活用する。
走行中に取得した映像から路面を点群データ化し、レー
ザーセンサーで取得した凹凸など路面性状情報を加えて
位置情報とともにデジタル地図上に貼り付ける。パト
ロールによる定期的な映像とレーザーによる路面損傷調
査データ、維持修繕・施工データ、品質管理データなど
舗装路面の情報を過去のデータも含めてカルテとしてＱ
ＧＩＳで管理する。定期的に調査・診断を行い蓄積した
データを分析することは舗装路面の補修時期の推定に役

立つ。ライフサイクルコストの低減や舗装の長期品質向
上につながる。

■試行結果
　愛媛県内の国道号、号の維持修繕を通年で手掛
ける「令和３―４年度松二維持工事」（国土交通省四国
地方整備局松山河川国道事務所発注）を対象に、年
月～年３月に開発技術を検証した。㎞の路面調
査で、調査から報告書作成において大幅な時間短縮、人
員削減効果が認められた。



　ＰＲＩＳＭ

ＡＩでトンネル現場の作業効率向上
適用工事：熊本号滝室坂トンネル西新設（二期）工事

デジタルツインで現場の施工管理効率化
適用工事：熊本号笹原トンネル新設工事

（１０）（第３種郵便物認可） ２０２３年　（令和５年）　３月１０日　（金曜日）

清水建設、Lightblue Technology、演算工房
吹付コンクリ必要量を定量的に把握

ＡＩカメラ、３Ｄスキャナ等を活用した材料ロス削減と業務効率化技術

　清水建設、Lightblue Technology（東京都千代田区、
園田亜斗夢代表取締役）、演算工房（京都市上京区、林
稔代表取締役）は、トンネル工事の施工サイクルをＡＩ
（人工知能）で自動判別し、現場全体の業務や作業効率
を高める取り組みを進めている。特に、吹付けコンクリー
トの練混ぜ量は、過剰であれば材料廃棄につながり、不
足すれば施工サイクルの遅延につながるが、作業員の経
験と感覚に頼ってきた。この課題を解決することで、熟
練技能者が減少しても施工能力を維持、向上することな
どに役立てる。
　今回の取り組みでは、国土交通省九州地方整備局が発
注し、清水建設・東急建設・森工業が施工する「熊本
号滝室坂トンネル西新設（二期）工事」をフィールド
に技術を検証する試行工事を行っている。
　ＡＩを活用するなどして吹付けコンクリートに関する
業務・作業を効率化し、▷材料ロス（吹付けコンクリー
ト）を確実に削減▷作業員の待機ロスを確実に削減▷Ｊ
Ｖ職員の一層の業務効率化で残業時間を確実に削減▷材
料搬出入の待機ロスを確実に削減―という四つの効果を
定量的に確認するのが目的だ。
　具体的には、３Ｄスキャナを搭載した車両で吹付コン
クリートの設計吹付け仕上がり線を満足する数量を算
出、吹付機の吐出能力とＡＩカメラで判定した吐出時間
から吹付けコンクリートの吐出量を算出した上で、ＡＩ
によって材料のロス率の最適化を図り、廃棄量ゼロと製
造過程で生じる二酸化炭素（ＣＯ）の排出削減を目指
していく。
　作業員の待機ロス削減に向けては、ずり出しの開始と
終了を認識するまでに時間がかかっている現状を解消す
るため、ＡＩサイクル判定によって開始と終了時に通知
する仕組みを導入。切羽作業もサイネージを通じてリア
ルタイムで把握できるようにする。これら技術の活用に
より、無駄な重機稼働によるＣＯの発生抑制にもつな
げていく。
　切羽ＡＩカメラで施工サイクルを判定し、作業終了情
報をビジネスチャット機能から通知することによって、

ＪＶ職員がずり出し終了まで待機する時間を削減し、ス
ムーズに施工管理を行えるようにする。
　坑外から坑内への材料の搬出入時に車両の待機ロスを
削減する取り組みでは、駐機場にカメラを設置し、ＡＩ
を通じて通行の不可を通知する。作業の区切りや材料の
搬入のタイミングが分からず、渋滞するケースを回避す
ることで資材運搬時の待機時間をゼロにしてＣＯ排出
量も削減する。
　試行現場での検証に当たってコンソーシアムを構成す
る３社では、清水建設が全体の立案と現場導入・技術活
用の指揮、スタートアップのLightblue Technologyが
ＡＩ技術の構築と運用、演算工房が通信設備の整備と各
種計測機の設置、データ収集を行うという役割分担で活
動を進める。
　本年度の試行を経て今後は、ＡＩ技術や関連するシス
テムの高度化を図りながら、重機、設備、トンネル従事
者間の効率的な連携機能の開発などに取り組んでいく方
針だ。
　トンネル工事では、熟練技能者の減少により、若年作
業員や外国人労働者が増加している。試行を通じて経験
や感覚に頼らずに施工能力を維持・継続し、労働生産性
の向上を目指す。

Ｉ：五洋建設、大阪大学、ショージ、ＮＳＷ、ネクストスケープ
Ⅱ：五洋建設、大阪大学、ネクストスケープ　　　　　　　　　

巡回ロボットによる出来形管理自動化も
　五洋建設は国土交通省九州地方整備局が発
注した「熊本号笹原トンネル新設工事」
（熊本県宇土市）を試行対象として、革新的
技術を導入・活用し施工の労働生産性の向上
や品質管理の高度化を図る二つのプロジェク
トを進めている。
　五洋建設、大阪大学、ショージ（福岡県大
野城市、中園克己代表取締役）、ＮＳＷ（東
京都渋谷区、多田尚二社長）、ネクストスケー
プ（東京都新宿区、小杉智社長）コンソーシ
アムでは、デジタルツインを活用した施工管
理と遠隔臨場に取り組んでいる（技術Ｉ）。
施工管理情報やＩｏＴセンサなどのデータを
クラウド上に集約することで、日々の管理業
務の負荷低減を期待。蓄積したデジタルデー
タは書類の代替となり、書類作成や確認作業
の負荷削減にもつながる。デジタルツインで
は、遠隔臨場や多人数での打ち合わせが可能
で、危険箇所の確認も安全に行える。デジタ
ルツインに集約した現場情報をもとに重機の
自動運転をコントロールすることにより、適
切なタイミングでの自動施工が可能である。
自動運転機械のコントロールは今回、イン
バート掘削（ブレーカ作業）を対象とし、重
機オペレータや計測作業員が不要となる効果
を検証する。
　これら革新的な技術を普及させることによ
って、現場の省力化とコミュニケーションの
活性化を図るのが狙い。自動運転は、自由断
面掘削機、切羽掘削やずりかき用のバックホ
ウ、ブレーカ、タイヤショベル、運搬車など
を連携し一貫してコントロールする仕組みを
拡充していく考えだ。
　一方、五洋建設、大阪大学、ネクストスケー
プコンソーシアムでは、自律四足歩行ロボッ
ト（Nikon Trimble社）を巡回させ、トンネ
ル覆工の出来形管理を自動化する。現場の人
員削減や品質管理の高度化を目指す（技術
Ⅱ）。
　このロボットには測量用の３Ｄレーザスキャナが搭載
されており、山岳トンネルの施工エリアを巡回すること
によって吹付後の形状、脱型後の覆工コンクリートの形
状を面的に計測。デジタルツインに保管して形状や厚さ
を自動算出、可視化する。検測・検査はデジタルツイン
で遠隔から実施することも可能。デジタルツインでは、
ヒートマップによる自動出来形判定に加え、ＶＲによる
実寸での検測により、定量的かつ直感的な判断を融合し
た。
　試行に用いるロボットはすでに広く調達が可能であ
り、今回検証する技術は今後誰でも活用できるようにな

る。これらコンソーシアムでの取り組みを経て五洋建設
では、自動計測を活用したデジタルツインのコンテンツ
更新の自動化や自動運転技術の連携も進めていくことと
しており、これらを併せて社会実装していく予定だ。
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頼

て
い
る
状
況
と
い

う

近
年
は
価
格
が
高
騰
し
て

お
り
下
水
道
汚
泥
資
源
か
ら
リ

ン
を
回
収
し

肥
料
原
料
と
し

て
流
通
を
拡
大
で
き
る
技
術
の

普
及
に
期
待
が
か
か

て
い

る


ザ
ン
ビ
ア
鉱
山
で
フ
ル

電
動
ダ
ン
プ
実
証
試
験日立

建
機

　
日
立
建
機
は
カ
ナ
ダ
の
鉱
業

会
社
フ


ス
ト
・
ク

ン
タ

ム
︵
オ
ン
タ
リ
オ
州

ト
リ
ス

タ
ン
・
パ
ス
カ
ル
最
高
経
営
責

任
者
Ｃ
Ｅ
Ｏ
︶と
共
同
で


ザ
ン
ビ
ア
北
西
部
の
カ
ン
サ
ン

シ
鉱
山
で
エ
ン
ジ
ン
を
搭
載
し

な
い
フ
ル
電
動
ダ
ン
プ
ト
ラ


ク
の
実
証
試
験
を
始
め
る

１

日
に
同
社
と
ゼ
ロ
・
エ
ミ

シ


ン
・
パ

ト
ナ

シ

プ
に

関
す
る
基
本
合
意
書
を
交
わ
し

た
と
発
表
し
た

２
０
２
３
年

度
末
ま
で
に
試
験
機
を
投
入
す

る
計
画
だ


　
同
鉱
山
で
は
既
に
日
立
建
機

製
の
ト
ロ
リ

受
電
式
ダ
ン
プ

ト
ラ

ク

台
が
運
行
し

架

線
な
ど
の
電
力
設
備
が
整

て

い
る

両
社
は
実
証
実
験
を
通

じ
て
技
術
面
や
安
全
面
を
検
証

し

現
場
展
開
や
運
行
方
法
の

最
適
化
を
目
指
す

日
立
建
機

は
ゼ
ロ
エ
ミ

シ

ン
製
品
の

技
術
開
発
の
加
速

フ


ス

ト
・
ク

ン
タ
ム
は
鉱
山
操
業

に
伴
う
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量

の
削
減
を
図
り
た
い
考
え
だ


　
フ
ル
電
動
ダ
ン
プ
ト
ラ

ク

は
現
在

日
立
建
機
と
ス
イ
ス

の
Ａ
Ｂ
Ｂ
︵
ビ

ル
ン
・
ロ


ゼ
ン
グ
レ
Ｃ
Ｅ
Ｏ
︶
が
共
同
開

発
し
て
い
る

ト
ロ
リ

式
と

車
載
蓄
電
装
置
を
組
み
合
わ

せ

電
力
を
架
線
か
ら
取
り
込

み
な
が
ら
バ

テ
リ

に
充

電

下
り
坂
を
走
行
中
は
ブ
レ


キ
の
回
生
エ
ネ
ル
ギ

を
充

電
に
利
用
す
る

後
付
け
可
能

な
設
計
と
し

段
階
的
に
デ



ゼ
ル
式
ト
ラ

ク
を
電
動
に

転
換
で
き
る
よ
う
に
す
る


大
孔
径
せ
ん
孔
向
け

削
岩
機
を
欧
米
展
開

古
河
ロ

ク
ド
リ
ル

　
古
河
ロ

ク
ド
リ
ル
︵
東
京

都
千
代
田
区
荻
野
正
浩
社
長
︶

は
大
孔
径
の
せ
ん
孔
に
適
し
た

削
岩
機
の
新
シ
リ

ズ
﹁
Ｄ
Ｃ

Ｒ
　
Ｌ
１
３
０
｜
Ｆ
５
﹂
‖
写

真
︵
報
道
発
表
資
料
か
ら
︶
‖

を
開
発
し

１
月
に
欧
米
へ
の

販
売
を
始
め
た

最
先
端
の
低

燃
費
化
技
術
を
適
用
し
て
お

り

環
境
に
配
慮
し
た
戦
略
機

と
し
て
欧
米
向
け
に
展
開
す

る

２
０
２
３
年
度
は
販
売
台

数

台
を
目
指
す


　
同
機
は
せ
ん
孔
直
径
最
大
１

６
５


欧
州
の
第
５
次
排
出

ガ
ス
規
制
に
適
合
し
た
エ
ン
ジ

ン
を
採
用
し
た

せ
ん
孔
時
に

岩
質
に
応
じ
て
適
正
な
エ
ン
ジ

ン
回
転
速
度
を
選
べ
る
シ
ス
テ

ム
﹁
ス

パ

エ
コ
ノ
ミ

モ


ド
Ｐ
Ｌ
Ｕ
Ｓ
﹂
を
実
装
し


燃
費
低
減
を
図

て
い
る

大

風
量
の
高
性
能
集
じ
ん
装
置
な

ど
に
よ
り
砕
い
た
岩
の
破
片
を

排
出
す
る
能
力
に
も
優
れ

高

い
せ
ん
孔
性
能
を
併
せ
持
つ


フ
レ

ム
や
ブ

ム
形
状
を
見

直
し
従
来
よ
り
輸
送
・
メ
ン
テ

ナ
ン
ス
作
業
を
簡
易
化
し
た


歴
史
的
旧
鉄
道
橋

耐
震
補
強
に
採
用

日
綜
産
業
の
新
型

シ
ス
テ
ム
つ
り
足
場

　
日
綜
産
業
の
新
型
シ
ス
テ
ム

つ
り
足
場﹁
ク
イ

ク
デ

キ
﹂

が

東
京
都
内
の
橋
梁
の
耐
震

補
強
工
事
で
採
用
さ
れ
た

歴

史
的
な
旧
鉄
道
橋
を
遊
歩
道
化

す
る
事
業
の
一
環

特
殊
な
ク

ラ
ン
プ
を
用
い
る
こ
と
で

躯

体
に
ア
ン
カ

を
打
ち
込
ま
ず

に
作
業
用
足
場
を
設
け
る
こ
と

が
で
き
る


　
東
京
都
発
注
の
﹁
旧
晴
海
鉄

道
橋
︵
豊
洲
側
︶
耐
震
補
強
工

事
﹂
に
導
入
し
た

３
基
の
橋

脚
を
耐
震
補
強
す
る
工
事
で


水
平
力
分
担
構
造
の
製
作
・
設

置
な
ど
を
行
う

ク
イ

ク
デ


キ
の
利
用
数
量
は
約
１
２
８

平
方


施
工
は
松
鶴
建
設

︵
福
岡
市
博
多
区

川
田
和
人

代
表
取
締
役
︶

足
場
の
組
み

立
て
は
Ｏ
Ｇ
Ｉ
Ｓ
Ｈ
Ｉ
︵
埼
玉

県
三
郷
市

小
岸
昭
義
代
表
取

締
役
︶
が
担
当
し
て
い
る


　
同
橋
は
鉄
道
橋
と
し
て
日
本

で
初
め
て
連
続
プ
レ
ス
ト
レ
ス

ト
コ
ン
ク
リ

ト
︵
Ｐ
Ｃ
︶
桁

と
ロ

ゼ
桁
が
採
用
さ
れ

１

９
８
９
年
ま
で
利
用
さ
れ
て
い

た

歴
史
的
価
値
か
ら
当
時
の

姿
で
残
さ
れ
て
い
る

松
鶴
建

設
の
渡
辺
健
太
郎
所
長
は
﹁
で

き
る
だ
け
既
設
構
造
物
に
負
担

を
か
け
な
い
施
工
方
法
を
選
定

し
た

外
か
ら
見
て
も
安
全
性

の
高
い
施
工
を
心
掛
け
て
い

る
﹂
と
の
方
針
を
示
す


　
ク
イ

ク
デ

キ
で
は

上

部
工
の
﹁
ハ
の
字
﹂
に
な

て

い
る
部
分
に
ビ

ム
ク
ラ
ン
プ

と
呼
ぶ
部
材
を
取
り
付
け
て


足
場
を
設
置
す
る

日
綜
産
業

の
安
藤
一
之
東
京
支
店
副
支
店

長
は
﹁
ア
ン
カ

の
穴
が
い
ら

ず

橋
の
健
全
に
つ
な
が
る
﹂

と
話
す


　
工
期
は
２
０
２
２
年
１
月


日


年
４
月

日

２
月
時

点
の
工
事
進
捗︵
し
ん
ち

く
︶

率
は
約

％



